
参考

◎「小学校、中学校及び高等学校の教育課程の基準の改善について (昭和 51年 12月
18日 教育課程審臓会答申)」 (抄 )

I 教育課程の基準の改善の基本方針
4 各教科・科目等の内容
小学校・中学校及び高等学校における各教科 口科目等の内容については共通的に次のよ

うな方針に基づいて改善を図る必要がある。

ア 児童生徒の心身の発達や学習の適時性などを考慮して、各学校段階及び各学年段階に
おいて有効かつ適切な内容によつて構成し、小学校、中学校及び高等学校を通じてその一

貫性を図る。

イ 各教科・科目については、児童生徒の学習負担の適正化に特に配慮しながら、各学校
段階及び各学年段階において確実に身につけさせるべき基礎的・基本的な内容に精選を図

る。

(1)各学校段階別の改善の重点事項
(中学校 )

ア 高等学校教育との内容上の関連を特に重視して、基礎的 口基本的な内容に精選するこ
とにより、国民として必要な資質を十分養う。

(高等学校 )

ア 低学年段階では、主として必修科目の履修を通して高等学校教育として共通的に必要
とされる基礎的・基本的な内容を身につけさせるとともに、中学年及び高学年における選
択科目を履修するための基礎を培う。

(2)各教科・科目等別の主な改善事項
④ 理科
ア 改善の基本方針
小学校、中学校及び高等学校を通じて、自然を探究する能力及び態度の育成や自然科学
の基礎的・基本的な概念の形成が無理なく行われるようにするため、特に児童生徒の心身
の発達を考慮して内容を基礎的・基本的な事項に精選する。

その際、小学校においては、自然の事物・現象についての直接経験を重視し、自然を愛
する豊かな心情を培うこと、中学校においては、自然環境についての基礎的な理解慈得さ
せ、自然と人間とのかかわりについての認識を深めること、高等学校においては、総合的
な自然観の育成を図り、自然を尊重する態度を養うことを重視する。

イ 改善の具体的事項
(中学校 )

(ア)第 1分野及び第2分野の内容については、おおむね現行どおり探究の過程を重視し、
自然を探究する能力及び態度の育成や理科に関する基礎的・基本的な概念の形成を
目指して構成するが、その構成に当たっては、特に自然の事物・現象に直接触れる
学習が従来以上に行われるように配慮する。

(イ )現 行の内容のうち、実際の指導においてその取扱いが高度になりがちなものや抽
象度の高いもの、例えば運動の第2法則、イオンの反応、天体の形状と距離の一部、
動植物の分布、還移などは削除する。

また、化学変化の量的関係、原子の構造、地かくの変化と地表の歴史などは、高
等学校の内容との関連を考慮して軽減する。

(ウ )自 然と人間とのかかわりについての認識を一層深めるため、例えばエネルギーの
変換と利用、身近で基礎的な物質とその反応、自然界における生産、消費及び分解
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の意義などに関する内容は、充実させる。

(工)両 分野の履修の方法については、現行の並行履修の考え方を引き継ぐが、弾力的
な運用ができるようにする。

(高等学校 )

(ア )② 高等学校段階における理科の基礎的・基本的な内容についての理解を深め、自
然を総合的にみることができるようにするために新しい科目(「理科 I」 )を設け、
これを低学年において全員に履修させる。

⑦  「理科 I」 は、この段階において共通に必要とされる理科に関する基礎的な内
容を各領域の特徴を生かしながら習得させること、自然の探究を通して分析す

る能力や総合的な見方 口考え方の育成を図ること及び自然環境についての理解

を得させることなどをねらいとする。その内容は、中学校の理科との関連を考

慮し、例えば「力とエネルギー」、「物質の構成」、「進化」、「自然の平衡」など

によつて代表されるような性格のものから構成する。

なお、この科目の履修方法や内容の具体的な取扱い等については、各学校の実

態、学科の特性などに応じた弾力的な措置がとれるよう配慮する。

(イ )②  「理科 I」 を履修した後、生徒の興味・関心や能力・適性・進路等に応じて選
択履修ができるようにするため、選択科目として「理科Ⅱ」、「物理」、「化学」、
「生物」及び「地学」の各科目を設ける6

⑦「理科Ⅱ」の内容は、「理科 I」 との関連を考慮し、自然科学の基礎的な理解を

深める内容のいくつかを取り上げ、例えば、特定の事象についての実験、自然

環境についての課題研究、科学の歴史的な事例などの学習が十分行えるように

構成する。

なお、この科目は、「理科 I」 を履修した後、一層広い自然科学的な教養を身
につけることを希望する生徒を対象にしたものとして設ける。
O 「物理」、「化学」、「生物」及び「地学」の各科目の内容は、それぞれに対応す
る現行の各科目 I・ Iの内容を基礎にし、「理科 I」 との関連や内容の程度及び
範囲に十分配慮して構成する。
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◎「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善に
ついて (平成20年 1月 17日 中央教育審議会答申)」 (抄 )

7.教育内容に関する主な改善事項
(2)理 数教育の充実
○ 「知識基盤社会」の時代においては、科学技術は競争力と生産性向上の源泉となつてい
る。特に、第 3期科学技術基本計画¬が指摘しているとおり、 1990年 代半ば以降、ラ
イフサイエンスやナノテクノロジー、情報科学等の分野などを中心に学術研究や科学技術

をめぐる世界的な競争が激化した。このような競争を担う人材の育成が各国において国力

の基盤として認識され、国際的な人材争奪競争も現実のものとなっている。

他方、少子・高齢化といつた我が国の人口構造の変化のほか、環境問題やエネルギー問

題といった地球規模での課題については、次世代へ負の遺産を残さず、人類社会の持続可

能な発展のために科学技術に何ができるかが問われている。

○ このため、次代を担う科学技術系人材の育成がますます重要な課題になっているととも
に、科学技術の成果が社会全体の隅々にまで活用されるようになっている今日、国民一人
一人の科学に関する基礎的素養の向上が喫緊の課題となつている。

学校教育においては、科学技術の土台である理数教育の充実が求められているが、3.

で示したとおり、国際的な比較において、我が国の子どもたちは算数・数学や理科につい

て、学習に対する積極性が乏しく、得意だと思う子どもたちが少ないなど学習意欲が必ず
しも十分ではない

*2。

また、希望の職業につくために数学や理科で良い成績を取る必要が

あると思う子どもが国際的に見て少ないことなど職業とのかかわりに関する意識にも大

きな課題がある
*3。

Oま た、今回の学習指導要領改訂においては、思考力・判断力・表現力等の育成の観点か
ら知識 口技能の活用を重視し、各教科等における言語活動の充実を図ることとしている。
上記 (1)の とおり、論理や思考といつた知的活動の基盤という言語の役割に着日した場
△
日 、

・比較や分類、関連付けといった考えるための技法、帰納的な考え方や演繹的な考え方な
どを活用して説明する、
・仮説を立てて観察を行い、その結果を評価し、まとめ表現する、といった言語活動が重
要であり、これらの活動を行う算数 口数学や理科の役割は大きい。
○ 以上のような観点から、理数教育の充実を行うことが必要であり、具体的には8.で示
すとおりであるが、その基本的な考え方は以下のとおりである。

第一は、算数・数学や理科については、授業時数を増加し、基礎的・基本的な知識・技
能の確実な定着のための学年間や学校段階間での反復学習などの繰り返し学習、思考力や
表現力等の育成のための観察・実験やレポー トの作成、論述、数量や図形に関する知識・

技能を実際の場面で活用する活動などを行う時間を十分確保する必要がある。これらを通
じ、分かる喜びや学ぶ意義を実感することが算数・数学や理科に対する関心や学習意欲を
高めることにつながる

*4。

また、関心や意欲を高める上では、総合的な学習の時間におい
て、例えば、博物館等との連携による体験的な学習や、科学的な知識を活用したものづく
りや探究的な活動を行うことも効果的である。

第二は、同時に、これまで述べてきたとおり、科学技術の進展などの中で、理数教育の
国際的な通用性が一層問われてきたことを踏まえて、指導内容についても見直す必要があ
る。学術研究や科学技術を担う人材の育成と社会的な自立に必要な科学に関する基礎的素
養の確立の双方の観点から、算数・数学、理科のそれぞれについて内容の系統性や小日中・

高等学校での学習の円滑な接続を踏まえた検討が重要である。具体的には、例えば、理科
においては、「エネルギー」、「粒子」、「生命」、「地球」などの科学の基本的な見方や概念
を柱として、小・中・高等学校を通じた理科の内容の構造化を行うこととしているが、そ
の際、内容の系統性を確保することや小・中・高等学校での学習の円滑な接続を図る観点
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から必要な指導内容については充実を図る必要がある。

第二に、このような理数教育の充実に当たつては、教育内容の充実に加え、それを支え

る教育条件の整備を図ることが重要である。具体的には、例えば、習熟度別・少人数指導

の充実のための教職員定数の改善、外部人材なども活用した小学校高学年における専科教

員による教育の充実や理科支援員の配置、観察 口実験のための理科教育設備の整備、繰り

返し学習や自ら発展的な学習に取り組むことを促す教科書の充実などに留意する必要が

ある。研修等を通じた理数教育を担う教師の専門性や資質の向上も重要である。

また、 10.(2)で も示すとおり、入学者選抜試験の理科や数学の出題において子ど
もたちの思考力・判断力・表現力等を問うような工夫がなされることも理数教育の充実に

とつて必要である。

*1科学技術基本法の規定に基づき、政府が定める科学技術の推進に関する基本的な計画。第 1期 (平成 8～ 12
年 )、 第 2期 (平成 13～ 17年 )、 第 3期 (平成 18～ 22年 )と 5年 ごとに定められている。

*2文部科学省においては、理数教育の充実のため、例えば、①小学校の理科の授業を支援するため、研究者や技
術者等の外部人材を配置する「理科支援員等配置事業」、②小・中・高等学校の理科教育等設備の整備のための

国庫補助、③理数教育に重点を置いた高等学校 (スーパーサイエンスハイスクール)の指定事業などの様々な
理数教育関係施策を実施している。

*3 1EA(国 際教育到速度評価学会)が実施したTIMSS(国 際数学 。理科教育動向調査)に おいて、「将来、自分が
望む仕事につくために良い成績を取る必要があるかどうか」という質問に対して、「強くそう思う」、「そう思う」
と回答 した生徒 (中学校第 2学年)の割合は、数学については国際平均が 73%で あるのに対して、我が国は
47%で ある。同様に、理科については、国際平均が 66%で あるのに対して、我が国は 39%で ある。(20
03年 )
また、2006年 に実施されたOECDの PISA調 査では、「科学を必要とする職業に就きたい」と回答 し
た我が国の生徒の割合は 23%(OECD参 加国の平均は 37%)、 「大人になつたら科学の研究や事業に関す
る仕事がしたい」は 17%(同 27%)と なつており、それぞれOECD参 加国の平均よりも低い。また、 3
0歳時に科学に関連 した職に就いていることを期待 している生徒の割合はOECD参 加国平均が 25.2%で
あるのに対して我が国は 7 8%で あつた。このような結果については、学校教育だけの問題ではなく、研究
者や技術者といつた科学に関連 した職に対する社会全体の処遇の在り方についても検討する必要があるとの指

摘がなされている。

*42006年 に実施されたOECDの PISA調 査では、理科 (我が国の場合、高等学校の理科)の授業に関す
る生徒の意識を調査 しており、特に、
・「生徒には自分の考えを発表する機会が与えられている」と回答した我が国の生徒の割合は34%(OECD
参加国平均は 61%)、
・「授業ではクラス全体でディベー トしたり討論 したりする」と回答 した割合は4%(同 36%)、
・「生徒は、実験 したことからどんな結論が得られたか考えるよう求められる」と回答 した割合は 26%(同 5
1%)、
。「先生は理科で習った考え方が、多くの異なる減少に応用できることを教えてくれる」と回答 した割合は 26%
(同 59%)、
・「先生は、科学の考えが実生活に密接に関わつていることを解説 してくれる」と回答 した割合は 19%(同 4
6%)、

といった結果となつている。

8.各教科・科目等の内容
(2)小 学校、中学校及び高等学校
④ 理科

(|)改善の基本方針
○ 理科
ホ1については、その課題

*2を
踏まえ、小・中・高等学校を通じ、発達の段階に応じて、

子どもたちが知的好奇心や探究心をもつて、自然に親しみ、目的意識をもった観察 口実験
を行うことにより、科学的に調べる能力や態度を育てるとともに、科学的な認識の定着を
図り、科学的な見方や考え方を養うことができるよう改善を図る。
O理 科の学習において基礎的・基本的な知識・技能は、実生活における活用や論理的な思
考力の基盤として重要な意味をもつている。また、科学技術の進展などの中で、理数教育
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の国際的な通用性が一層問われている。このため、科学的な概念の理解など基礎的・基本

的な知識・技能の確実な定着を図る観点から、「エネルギー」、「粒子」、「生命」、「地球」

などの科学の基本的な見方や概念を柱として、子どもたちの発達の段階を踏まえ、小・中・

高等学校を通じた理科の内容の構造化を図る方向で改善する。

○ 科学的な思考力・表現力の育成を図る観点から、学年や発達の段階、指導内容に応じて、

例えば、観察 口実験の結果を整理し考察する学習活動、科学的な概念を使用して考えたり

説明したりする学習活動、探究的な学習活動を充実する方向で改善する。

O科 学的な知識や概念の定着を図り、科学的な見方や考え方を育成するため、観察・実験
や自然体験、科学的な体験を一層充実する方向で改善する。

○ 理科を学ぶことの意義や有用性を実感する機会をもたせ、科学への関心を高める観点か

ら、実社会・実生活との関連を重視する内容を充実する方向で改善を図る。また、持続可

能な社会の構築が求められている状況に鑑み、理科についても、環境教育の充実を図る方

向で改善する。

*1小学校、中学校及び高等学校の理科は、自然に親しみ、自然の事物・現象に対する関心を高め、目的意識をも
って観察、実験などを行い、科学的に調べる能力と態度を育てるとともに自然の事物・現象についての理解を
深め、科学的な見方や考え方を養うことをねらいとしている。このねらいを実現するため、①小学校では、「生

物とその環境」「物質とエネルギー」「地球と宇宙」、②中学校では、「第 1分野」(物理的領域及び化学的領域)、
「第2分野」(生物的領域及び地学的領域)から内容を構成している。また、③高等学校では、「理科基礎」「理
科総合A」 「理科総合B」「物理 I」「物理Ⅱ」「化学 I」「化学Π」「生物 I」「生物Ⅱ」「地学 I」 「地学Ⅱ」の11

科目を設けている。

*2課題として、
・理科の学習に対する意欲は他の教科と比較 して高いといえるが、それが大切だという意識が高くないという両

者の乖離が課題である。また、国際的に見ると、我が国の子どもたちの理科の学習に対する意欲は低い状況が

見られる。
・国民の科学に対する関心が低いことを踏まえ、理科教育については生涯にわたって、科学に関心をもち続けら

れるようにするという観点から、見直す必要があるのではないかという指摘がある。
・子どもの体験の状況については、過去に比べて、理科の学習の基盤となる自然体験、生活体験が乏 しくなつて

きている状況が見られる。
・教育課程実施状況調査において、過去同一問題の比較から全体としては上昇傾向が見られたものの、てこのつ

り合いや衝突、人体の構造や働き、物質の状態変化や化学変化における質量の保存、植物の生活と種類などの

内容の基礎的な知識・理解が十分ではない状況がある。
・教育課程実施状況調査において、地層のでき方を推論する問題、意味付けや関係付けを伴う説明活動に関する

問題、グラフを読み取り考察する問題、実験の途中経過を考察する問題などにおいて、科学的な思考力・表現

力が十分ではない状況がある。また、PISA調 査においては、「科学的証拠を用いること」に比べ、「科学的
な疑間を認識すること」や「現象を科学的に説明すること」に課題が見られる。

(ii)改善の具体的事項
(中学校 )

○ 身近な自然の事物・現象について生徒が自ら問題を見いだし解決する観察 口実験などを
一層重視し、自然を探究する能力や態度を育成するとともに、科学的な知識や概念を活用

したり実社会や実生活と関連付けたりしながら定着を図り、科学的な見方や考え方、自然
に対する総合的なものの見方を育てることを重視して、次のような改善を図る。

(ア)第 1分野 (物理的領域及び化学的領域 )、 第 2分野 (生物的領域及び地学的領域)と
いう現行の基本的枠組みは維持しつつ、内容については、科学的思考力や科学に関する

基本的概念の形成を目指して、次のような改善を行う。
a 第 1分野については、「エネルギー」「粒子」などの科学の基本的な見方や概念を柱
として内容を構成し、科学に関する基本的概念の一層の定着を図る。さらに科学技術
と人間、エネルギーと環境など総合的な見方を育てる学習になるよう内容を構成する。

その際、例えば、電力量、力の合成と分解、仕事と仕事率、水溶液の電導性、原子
の成り立ち、イオンなどを指導する。
b 第 2分野については、「生命」「地球」などの科学の基本的な見方や概念を柱として、
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内容を構成し、科学に関する基本的概念の一層の定着を図る。さらに、生命、環境、

自然災害など総合的なものの見方を育てる学習になるよう内容を構成する。

その際、例えば、生物の多様性と進化、遺伝の規則性、DNAの 存在、日本の天気、
月の動きと見え方、地球の変動と災害などを指導する。

(イ )科学的な思考力・表現力の育成を図る観点から、生徒が目的意識をもって観察・実験
を主体的に行うとともに、観察 口実験の結果を考察し表現するなどの学習活動を一層重

視する。その際、小学校で身に付けた問題解決の力を更に高めるとともに、観察 口実験

の結果を分析し、解釈するなどの科学的探究の能力の育成に留意する。

(ウ )科学的な知識や概念の定着を図り、科学的な見方や考え方を育成するために、原理や
法則の理解等を目的としたものづくり、理科で学習したことを野外で確認し、野外での

発見や気付きを学習に生かす自然観察など、科学的な体験や自然体験の充実を図る。

(工 )理科を学ぶことの意義や有用性を実感する機会をもたせる観点から、実社会 口実生活
との関連を重視する内容を充実する。また、持続可能な社会の構築が求められている状

況に鑑み、環境教育の充実を図る方向で内容を見直す。これらを踏まえ、例えば、第 1

分野の科学技術と人間、第 2分野の自然と人間についての学習の充実を図る。
(オ )学習の内容の順序に関する規定については、内容の系統性に配慮しつつ地域の特性等
を生かした学習ができるよう、各学年ごとに標準的な内容を示すこととする。

(高等学校 )

○ 探究的な学習を重視し、中学校理科の学習の成果を踏まえて自然科学の複数の領域を学

び、基礎的な科学的素養を幅広く養い、科学に対する関心をもち続ける態度を育てるとと

もに、生徒一人一人の能力・適性、興味・関心、進路希望等に応じて深く学び、自然を探

究する能力や態度を高めることができるよう、科目の構成及び内容等を次のように改善す

る。

(ア )科学技術が発展し、実社会・実生活を豊かにしてきたことについて、身近な事物・現
象に関する観察・実験などを通して理解させ、科学的な見方や考え方を養うとともに、

自然や科学に関する興味・関心を高める新たな科目「科学と人間生活」を設ける。
「科学と人間生活」は、科学の発展、生活の中の科学、科学と人間生活などで構成す

る。

(イ )現行の「 Iを付した科目」、「Ⅱを付した科目」のうち、中学校と高等学校との接続を
考慮しながら、より基本的な内容で構成し、観察 口実験、探究活動などを行い、基本的

な概念や探究方法を学習する科目として「物理基礎」、「化学基礎」、「生物基礎」、「地学

基礎」 (「基礎を付した科目」)を設ける。その際、実社会・実生活とのかかわりを考慮
するものとする。
「物理基礎」は、物体の運動と力、物理現象とエネルギーなど、「化学基礎」は、化

学と人間生活、物質の構成、物質の変化など、「生物基礎」は、細胞と遺伝子、生物の

多様性と生態系など、「地学基礎」は、宇宙における地球、変動する地球などで構成す

る。

(ウ )「基礎を付した科目」の内容を基礎に、観察・実験、探究活動などを行い、より発展
的な概念や探究方法を学習する科目「物理」、「化学」、「生物」、「地学」を設ける。
「物理」は、運動、波、電気と磁気、物質と原子など、「化学」は、物質の状態や変

化と平衡、無機物質、有機化合物及び高分子化合物の性質と利用など、「生物」は、生

物現象と物質、生物の生活と反応、生物の集団、生物の進化など、「地学」は、地球の

概観、地球の活動と歴史、地球の大気と海洋、宇宙の構成などで構成する。

(工 )現行の「Ⅱを付した科目」の中の課題研究については、自然を探究する能力や態度を
育て、創造的な思考力を高める観点から、一層の充実が求められており、研究を継続し

て実施できるようにするため、新たな科目「課題研究」を設ける。
「課題研究」では、「基礎を付した科目」や「物理」、「化学」、「生物」、「地学」での

探究活動の成果を踏まえ、特定の自然事象や科学を発展させた実験に関する研究、自然
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環境の調査などの中から、課題を設定し研究を行うものとする。

(オ)「物理」、「化学」、「生物」、「地学」はそれぞれの「基礎を付した科目」を履修した後
に履修させるようにする。

(力 )「課題研究」は一つ以上の「基礎を付した科目」を履修した後に履修させるようにす
る。

(キ)科学的な思考力・表現力の育成を図る観点から、観察・実験、探究活動などにおいて、
結果を分析し解釈して自らの考えを導き出し、それらを表現するなどの学習活動を一層

重視する。

(ク )生命科学などの科学の急速な進展に伴つて変化した内容については、実社会・実生活
との関連や、高等学校と大学の接続を円滑にする観点から見直しを図る。
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